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　松の内も明け、三連休も過ぎ、政治の世界はいよいよ激動の1年の幕開けを迎えようとしている。

特に政権与党である民主党にとっては、小沢喚問問題、二人の大臣に対する参議院問責決議問題、衆参のねじれ国会問題というジレンマどころかトリレンマを抱えている。

そうしたなか、今週の13日には民主党の党大会が開催される。

今年は統一自治体選挙の年であり、全国一斉というには程遠くなったとはいえ、東京都をはじめとした知事選挙や東京・茨城・沖縄を除く44道府県での議会議員選挙など、4月には多くの地域での各級選挙が前半と後半にわかれて一斉に実施される。

当然のことながら、菅政権はもとより民主党に対する国民からの支持率の動向には厳しく反応することは間違いない。

すでに、昨年の千葉県や東京都の一部の市での市議会議員選挙と、茨城県議会選挙での民主党の敗北が続いており、菅政権の運営や民主党の党運営に対する各都道府県の党大会参加者の不満はかなり厳しいものとなることは確実である。

小生は、この3連休の前半、生まれ故郷である広島に帰京し、高校時代の友人や親せきの方たちと懇談する機会があったのだが、民主党や菅政権に対する批判はまことに強いものがあり、いま選挙をすれば間違いなく惨敗することは必至だと痛感させられた。

何から始めるべきなのか、何をどうしたらよいのか、民主党関係者の苦悩はまことに深刻であり、それにきちんとした方向性を示せるのかどうか、試練の時期を迎えている。

■衆参両院議長の「熟議の民主主義」確立への提起に注目したい

　そうしたなかで、報道によれば衆議院と参議院の議長が両院協議会の活性化に向けて各党・会派に呼びかけるという方針を出されるという。

この問題は、かつて小生が参議院議員でいた2008年から2009年にかけて、大連立問題があえなく失敗に終わった直後から、参議院と衆議院の多数派が異なる中で、どのように「熟議の民主主義」を確立していけるのか、蓮舫さんや平野達男さん、山根隆治さんたちとともに民主党会派所属の参議院の仲間に呼びかけ「参議院の在り方を考える会」を結成し、駿河台大学の成田憲彦学長や政策研究大学院大学の飯尾潤教授らを招いて勉強し、その結果を踏まえて参議院の選挙制度の改革案などを提起させていただいた。

そうした中、参議院と衆議院で議決が異なる中で、どのようにしたらより良い案として妥協しうるようになるのか、検討しようという機運が高まり、参議院民主党会派内で成田憲彦先生のご意見を中心に改革案の取りまとめ案を完成寸前にまで至っていたのだが、解散・総選挙に至り民主党政権が成立したために雲散霧消してしまっていた。

ところが、昨年の参議院選挙で民主党が敗北したことを受けて、両院協議会の活性化策が、再び脚光を浴び始めてきたものと理解している。ぜひともその実現に向けて両院の議長の下で早急に取り組んでいただきたいと思う。

議会の場は、まさに政治家同士が、それぞれの立場を踏まえつつ、いかにして国民生活の向上に向けた政策を実現していけるのか、技が試されているわけで、堂々と論戦や話し合いを通じて妥協を成立させていくことが議会の本来の機能として求められているといえよう。

両院議長のご努力を多としつつ、是が非でも議会の活性化に向けて、各党各会派の参加と合意の実現に向けて努力していただきたいと切に思う。

■参議院と衆議院の憲法上の位置づけが問われる問責決議問題

衆参のねじれ問題の解消に向けた努力とともに、やはり気になるのが仙谷官房長官と馬淵国土交通大臣に対する参議院での問責決議の取り扱いである。

現段階で事態がどのように進んでいるのかさっぱりわからないのであるが、最新の月刊誌『文芸春秋』2月号の中で西岡参議院議長が「菅・仙谷には国を任せられない」というまことに厳しい表題の論文を投稿されている。政治家の政治姿勢を中心に、内容的に厳しくご批判されるのはよく理解できるのだが、どうしても理解できないのが、参議院というものの憲政上における位置づけである。参議院には内閣総理大臣の指名での優越規定はないし、内閣不信任案の提出も衆議院だけに認められ、内閣は対抗手段として衆議院の解散権が付与されている。

つまり、国民の審判を仰ぐ中で不信任に対する問題を解決していくことになるわけである。

ところが、参議院には問責という手段は憲法上位置づけておらず、内閣の側からの対抗手段も解散権はないし、6年間の任期で半数ずつの定期改選でしかない。

もし、問責決議でもって閣僚が辞任を迫られるということになれば、衆議院以上の権限が参議院に与えられるということになるわけで、内閣の成立における衆議院の優越規定が意味をなさなくなってしまうと思う。

もちろん、問責が成立したという事実は重いものがあるのだが、それに対しては、問責対象となった閣僚から何らかの反省の姿勢が示される必要があることは言うまでもない。

問責で辞任を求めることになれば、今後次々と「問責ドミノ」が続くことも予想されるわけで、内閣としては到底認められないことは言うまでもない。ここは、参議院のためにもきちんとした整理をしておかなければなるまい。行き過ぎた対応が続けば、「参議院無用論」が広がる恐れすら出てくる。

もちろん、民主党が野党時代に取った行動に対する深刻な反省も必要になってくるだろう。やはり、政権交代を実現してみて初めて与党としての責任を自覚し、いつでも政権交代がありうる前提で意思決定の仕組みを考える時ではなかろうか。

　それにしても、小沢元代表に対する政治と金の問題について、国会での対応は最終的にどのようになるのか、検察審査会の決定による今後の裁判の行方とともに大変気になる。

21世紀になって政治と金の問題が二度と起きないよう、政党や政治家の真剣な努力が強く求められている時代である。鳩山前総理の母親からの億を超える「贈与税脱税問題」にも、国民は厳しい見方をしていることを忘れてはなるまい。菅政権と民主党の支持率の回復にとっても極めて重大である。

